
 

 

入札の公告 

R2 サンゴ礁生態系調査業務  

 

次のとおり一般競争に付します。  

 

 

令和２年５月１２日 

 

                         一般財団法人 沖縄美ら島財団 

                         契約職 事務局長 西銘 宜孝 

 

記  

 

 

１． 調達内容 

（１） 件    名： Ｒ２サンゴ礁生態系調査業務  

（２） 契 約 内 容： 本業務は、海洋博公園地先の海のサンゴの生息状況の把握と  

保全管理のためにモニタリング調査、蓄積された継続データ  

の整理等を行う業務である。  

その他詳細については、交付資料「入札説明書及び仕様書」 

による。 

（３） 契 約 期 間： 契約締結日の翌日～令和３年３月２０日 

            

（４） 業務実施場所： 沖縄県本部半島周辺海域  

              

２． 競争参加資格 

（１） 平成３１・３２・３３年度（令和１・２・３年度）国機関競争参加資格（全省

庁統一資格）において「役務の提供」のうち、入札時までに「調査・研究」で

「ランクＣ」以上の等級に格付けされた九州・沖縄地域の競争参加資格を有し、

沖縄県内に本社または営業所、支社を有する者。  

（２） 本業務の主任技術者及び担当技術者は、サンゴ礁地形やその特徴に関する十分

な知識を有し、造礁サンゴを野外観察で種まで（困難なものは属まで）分類・

同定ができること。また、サンゴ礁性の魚類、海綿類や棘皮、刺胞動物など大

型底生物および海草藻類についても専門的知見に立った同定が可能なこと。  

（３） 本業務は、データの公表手段として、国際学会誌への学術論文投稿や、インタ

ーネットＧＩＳ技術の導入を考えており、一定の専門的技術を必要とする。し

たがって、主任技術者はサンゴ礁生態学を専門とする博士号資格を有する者で

あること。 

（４） 本業務の主任技術者及び担当技術者は、平成２９年４月から令和２年３月まで



の３年間に、沖縄県のサンゴ礁海域におけるサンゴをはじめとする底生動物や

魚類の調査業務に従事した経験を有し、これまでに本調査業務における各種の

手法に関する経験と知識をもとに、現地の状況に応じて適切な調査が実現でき

ること。 

（５） 本業務の担当技術者は、海底画像の解析ソフトウェアＣＰＣe を用いた業務経験

を有する者であること。  

（６） 本項（２）、（３）、（４）、（５）の主任技術者及び担当技術者の経歴を証明する

書類（資格・業務・調査内容）を提出し、財団の事前承認を得ていること。  

（７） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申し立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、国機関が

別に定める手続きに基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。  

（８） 交付資料「入札説明書及び仕様書」の受領（ホームページからダウンロード）

を済ませていること。  

＊交付資料の郵送は行っておりません。  

（９） 当該契約を締結する能力を有しない者及び復権を得ない破産者でない者。ただ

し、未成年者、被保佐人、被補助人であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者を除く。 

（１０） 次の各号に該当しない者または該当はするがその事実があって２年以上経

過している者。 

①契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、または物件の品質 

若しくは数量に関して不正の行為をした者。  

②公正な競争の執行を妨げた者または公正な価格を害し、または不正の利益を得 

るために連合した者。  

③落札者が契約を結ぶことまたは契約者が契約を履行することを妨げた者。  

④監督または検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者。  

⑤正当な理由がなくて契約を履行しなかった者。  

⑥前各号のひとつに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に  

あたり主任技術者、現場代理人その他の使用人として使用した者。  

（１１） 会社更生法に基づき更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再

生法に基づく再生手続開始の申し立てがなされている者（上記（７）の再認定

を受けた者を除く。）でないこと。  

（１２） 申請書及び資料の提出期限から入札の時までの期間に、国・機関及び沖縄

県知事より指名停止を受けていないこと。  

（１３） 次の各号に該当しないもの。  

① 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体またはその関係者、その他反社会  

勢力（以下「暴力団等反社会勢力」という。）  

    ② 暴力団または暴力団員が事業活動を支配する法人その他の団体。  

    ③ 法人でその役員のうちに暴力団等反社会勢力に属するものがいる。  

 

３． 入札説明書及び仕様書の受領、入札書の提出場所等について  

（１） 入札説明書及び仕様書の取得方法及び問い合わせ先  

（取得方法） 

ホームページからダウンロードすること。  

（問い合わせ先）  



〒９０５－０２０６  

     沖縄県国頭郡本部町字石川８８８番地  

一般財団法人沖縄美ら島財団本部事務所 ２Ｆ  

総務部 総務課 契約係  

ＴＥＬ（０９８０）４８－３６４５ 

     ＦＡＸ（０９８０）４８－３９００  

 ※土・日曜日及び祝祭日を除く毎日９時から１７時まで  

（２）入札説明書及び仕様書の受領期限 

令和２年５月２１日（木） １７時００分 

（３）２ .（２）～（５）の経歴を証明する書類の提出いついて  

令和２年５月２１日（木） １７時００分 

提出場所：沖縄県国頭郡本部町字石川８８８番地  

一般財団法人沖縄美ら島財団本部事務所 ２Ｆ  

総務部 総務課 契約係  

ＴＥＬ（０９８０）４８－３６４５ 

ＦＡＸ（０９８０）４８－３９００  

※提出は、持参、郵送、ＦＡＸにより行うこと。  

 承認通知は、令和２年５月２５日までにＦＡＸにて行います。  

（４）現場説明会 

現場説明会は実施しない。  

（５）入札の日時及び場所  

日時：令和２年５月２７日（水）１５時００分  

場所：沖縄県国頭郡本部町字石川８８８番地 

一般財団法人 沖縄美ら島財団 本部事務所 １Ｆ 

ＴＥＬ（０９８０）４８－３６４５ 

 

４． その他 

（１） 契約手続において使用する言語及び通貨  

     日本語及び日本国通貨に限る。  

（２） 入札保証金 

   免 除 

（３） 契約保証金 

免 除 

（４） 入札の無効 

   競争に参加する資格を有しない者のした入札及び入札の条件に違反した入札は

無効とする。 

（５） 契約書作成の要否  

   要 

（６） 落札者の決定方法  

   予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

（７）その他詳細は、入札説明書による。  

 

 

 



５．環境マネジメントシステムに対する協力依頼  

当財団は、環境マネジメントシステムの国際標準規格 ISO14001 に基づき環境経営

に取り組んでいます。業務実施にあたり環境配慮活動への協力をお願いします。  

 

以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


